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平成23年度

　

平
成
23
年
度
の
事
業
計
画
及
び
予
算
が
、3
月
2
日
に
開
催
さ
れ
た
第
1
7
8
回

組
合
会
で
原
案
ど
お
り
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
年
度
は
、依
然
続
く
組
合
員
数
の
減
少
と
昨
年
の
給
与
の
マ
イ
ナ
ス
改
定
等
の

影
響
に
よ
り
、掛
金
・
負
担
金
収
入
の
増
収
が
見
込
め
な
い
こ
と
か
ら
、短
期
経
理

に
お
い
て
は
、財
源
率
を
引
き
上
げ
ざ
る
を
得
ず
、ま
た
、物
資
経
理
、宿
泊
経
理
に

お
い
て
は
当
期
損
失
金
を
見
込
む
厳
し
い
予
算
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

各
経
理
の
概
要
は
、次
の
と
お
り
で
す
。

●組合員数　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
組 合 員 種 別 平成23年度末推計

一般組合員
一 　 般 　 職 13,404
特 　 別 　 職 47

市　町　村　長　組　合　員 19
特　定　消　防　組　合　員 1,703
長 期 組 合 員（ 特 別 職 ） 1
市 町 村 長 長 期 組 合 員 1
船　員　一　般　組　合　員 17
継　 続　長　期　組　合  員 1

小　　　　　　 計 15,193
任　意　継　続　組　合　員 359

合　　　　　　 計 15,552

●所属所数　　　　　　　　
市 町 一部事務組合等 計
11 9 22 42

●各経理の収支推計　　　　　　　　　　 （単位：千円）

収　入 支　出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理
10,392,706 10,466,273 △ 　73,567
707,622 704,039 3,583

長 期 経 理 21,669,033 21,669,033 0
預託金管理経理 221,110 221,110 0
業 務 経 理 258,270 257,436 834
保 健 経 理 431,572 296,156 135,416
宿 泊 経 理 159,379 170,720 △　 11,341
貯 金 経 理 867,400 589,089 278,311
貸 付 経 理 259,153 254,709 4,444
物 資 経 理 22,274 26,098 △　　3,824
合　　　 計 34,988,519 34,654,663  333,856
※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。

区分
経理名

●掛金率・負担金率及び公的負担金率等一覧表（平成23年度）
掛　　　金　　　率 負　担　金　率

短　　　　期 長　　　　期
保健

短　　　　期 長　　　　期
保健

短期分 介護分 ４月～ ９月～ 短期分 介護分 ４月～ ９月～

一般組合員
一般職 57.525

(46.02)
6.70
(5.36)

96.9250
(77.54)

99.1375
(79.31)

2.5
(2.0)

60.90
(48.72)

6.70
(5.36)

97.30
(77.84)

99.5125
(79.61)

2.5
(2.0)

特別職 46.02
(46.02)

5.36
(5.36)

77.54
(77.54)

79.31
(79.31)

2.0
(2.0)

48.72
(48.72)

5.36
(5.36)

77.84
(77.84)

79.61
(79.61)

2.0
(2.0)

市 町 村 長 組 合 員 46.02
(46.02)

5.36
(5.36)

77.54
(77.54)

79.31
(79.31)

2.0
(2.0)

48.72
(48.72)

5.36
(5.36)

77.84
(77.84)

79.61
(79.61)

2.0
(2.0)

市 町 村 長 長 期 組 合 員 1.76
(1.76) －

77.54
(77.54)

79.31
(79.31)

2.0
(2.0)

1.76
(1.76) －

77.84
(77.84)

79.61
(79.61)

2.0
(2.0)

特 定 消 防 組 合 員 57.525
（46.02)

6.70
(5.36)

96.9250
(77.54)

99.1375
(79.31)

2.5
(2.0)

60.90
(48.72)

6.70
(5.36)

97.30
(77.84)

99.5125
(79.61)

2.5
(2.0)

船 員 一 般 組 合 員 56.40
(45.12)

6.70
(5.36)

96.9250
(77.54)

99.1375
(79.31)

2.5
(2.0)

72.90
(58.32)

6.70
(5.36)

97.30
(77.84)

99.5125
(79.61)

2.5
(2.0)

継 続 長 期 組 合 員 － － 96.9250
(77.54)

99.1375
(79.31) － － － 97.30

(77.84)
99.5125
(79.61) －

特別財政調整
負 担 金 率

育児・介護
公的負担金率

基 礎 年 金
公的負担金率

一 般 組 合 員（ 一 般 職 ）
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

0.25
(0.20)

0.3375
(0.27)

48.125
(38.5)

市 町 村 長 組 合 員
一 般 組 合 員（ 特 別 職 ）

0.20
(0.20)

0.27
(0.27)

38.5
(38.5)

市 町 村 長 長 期 組 合 員 － 0.27
(0.27)

38.5
(38.5)

継 続 長 期 組 合 員 － － 48.125
(38.5)

注１　表中上段は、給料の額に乗じる率。下段（　　　）は、期末手当等に乗じる率となっています。
　２　　　　　については、4月1日から変更になった部分です。

区　分
組合員種別

区　分
組合員種別

（単位：‰）

323,447322,529
323,505

322,538
324,055

15,870人

15,474人

15,193人

323,132

21年度末
実績

長
期

短
期

22年度末
見込

23年度末
推計

組合員数及び平均給料月額の推移
（任意継続組合員を除く）

組合員数
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こ
の
経
理
は
、組
合
員
と
そ
の
被
扶
養
者

の
医
療
に
係
る
給
付
及
び
出
産
・
休
業
・

災
害
な
ど
に
対
す
る
給
付
並
び
に
介
護
保

険
料
の
収
納
・
納
付
を
行
う
経
理
で
す
。

【
短
期
給
付
関
係
】

　

今
年
度
は
、更
な
る
組
合
員
数
の
減
少
及

び
給
料
の
減
少
等
の
影
響
か
ら
掛
金
・
負

担
金
収
入
の
減
収
が
見
込
ま
れ
る
一
方
、高

齢
者
医
療
制
度
に
係
る
拠
出
金
等
が
、今
年

度
も
増
加（
対
前
年
度
比
1
億
8
7
0
0
万

円
増
）す
る
た
め
非
常
に
厳
し
い
財
政
状
況

が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、収
支
の
均
衡
を
図
る
た

め
、財
源
率
を
前
年
度
よ
り
4
・
4
‰
引
き

上
げ
97
・
4
4
‰
と
し
、前
年
度
に
引
き
続

き
全
国
市
町
村
職
員
共
済
組
合
連
合
会

（
以
下「
全
国
連
合
会
」と
い
う
。）が
実
施

す
る
短
期
給
付
財
政
調
整
事
業
・
特
別

財
政
調
整
事
業
の
適
用
を
受
け
る
予
算
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

23
年
度
の
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る
拠

出
金
等
は
、総
額
43
億
3
2
0
0
万
円
で
、

支
出
額
の
お
よ
そ
47
％
を
占
め
、ま
た
、財

源
率
97
・
4
4
‰
の
う
ち
46
・
0
6
‰
が
、高

齢
者
に
対
す
る
支
援
に
要
す
る
財
源
率（
特

定
保
険
料
率
に
相
当
す
る
率
）と
な
り
ま
す
。

※
財
政
調
整
事
業
及
び
特
別
財
政
調
整
事

業
の
詳
細
は
、10
Ｐ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
介
護
保
険
関
係
】

　

介
護
保
険
は
、40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
組

合
員
に
つ
い
て
は
、共
済
組
合
が
保
険
料
を

収
納
し
、社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
に

納
付
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
介
護
保
険

に
要
す
る
財
源
率
は
、前
年
度
よ
り
0・4
‰

引
き
上
げ
、10
・
7
2
‰
と
す
る
予
算
と
な

っ
て
い
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
11,170,312
（単位：千円）

収入
11,100,328
（単位：千円）

当期介護利益金
3,583

給付金
（保健・休業・災害）
4,691,713
（42.0%）

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金・
病床転換支援金
　　　　　3,957,514
　　　　　（35.4％）

その他（連合会払込金など）
577,366（5.2%）

次年度繰越支払準備金
737,552（6.6%）

当期短期損失金
73,567

前年度繰越支払準備金
734,466（6.6%）

その他
466,328（4.2%）

附加給付・
一部負担金払戻金
99,278（0.9%）

介護納付金
703,476（6.3%）

老人保健・退職者
給付拠出金
374,838（3.4%）

業務経理へ繰入
28,575（0.2%）

介護掛金・負担金
707,603（6.4%）

調整交付金・
特別調整交付金
253,827（2.3%）

短期掛金・負担金
8,938,104（80.5%）

短
期
経
理

●短期経理収支状況

利
益
金

不
足
金

17年度
実績

－264,664

－221,213

－75,336 －69,984

321,136

139,227 55,889

18年度
実績

19年度
実績

20年度
実績

21年度
実績

22年度
見込

23年度
推計

（注）介護保険の収支を含んだ短期経理の収支状況となっています。

平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算



　

こ
の
経
理
は
、年
金
の
原
資
と
な
る
掛
金
・

負
担
金
を
収
納
し
、全
国
連
合
会
へ
納
付
す

る
経
理
で
す
。

　

財
源
率
は
、平
成
21
年
の
財
政
再
計
算

の
結
果
、平
成
26
年
ま
で
、毎
年
9
月
に

3
・
5
4
‰
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
が
、組
合
員
数
の
減
少
、追
加
費

用
率
の
引
下
げ
の
影
響
も
あ
り
、今
年
度

の
掛
金
・
負
担
金
収
入
額
は
、前
年
度
よ
り

1
0
0
万
円
減
の
2
1
6
億
6
9
0
0
万

円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。　

　

ま
た
、昨
年
度
か
ら
、本
組
合
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
か
ら
ア
ク
セ
ス

す
る
こ
と
が
で
き
る「
地
共
済
年
金
情
報

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
」で
、ご
自
身
の
年
金
個
人

情
報
が
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。
利
用
方
法

等
詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は
、当
該
サ
イ
ト

の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
の「
ご
利
用
の
手
順
を

知
り
た
い
方
」を
ご
参
照
さ
れ
、ご
利
用
く

だ
さ
い
。

　

こ
の
経
理
は
、全
国
連
合
会
か
ら
年
金

積
立
金
の
一
部
の
預
託
を
受
け
て
、貸
付
経

理
、物
資
経
理
へ
の
貸
付
及
び
縁
故
地
方
債

の
引
受
け
に
よ
り
、預
託
さ
れ
た
資
金
の
管

理
・
運
用
を
行
う
経
理
で
す
。

　

運
用
収
入
2
億
2
1
0
0
万
円
は
、全
額

を
全
国
連
合
会
へ
払
い
込
む
こ
と
と
な
り

ま
す
。

　

な
お
、物
資
事
業
に
要
す
る
資
金
に
つ

き
ま
し
て
は
、今
年
度
か
ら
、段
階
的
に
貯

金
経
理
か
ら
の
貸
付
資
金
に
移
行
し
、物

資
経
理
の
収
支
の
改
善
を
図
る
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。
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（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
21,669,033
（単位：千円）

収入
21,669,033
（単位：千円）

掛金払込金
7,242,094
（33.4%）

負担金払込金
14,426,939
（66.6%）

掛金
7,242,094
（33.4%）

負担金
14,426,939
（66.6%）

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
221,110
（単位：千円）

収入
221,110
（単位：千円）

利息及び配当金
221,110（100.0%）

支払利息
221,110（100.0%）

長
期
経
理

預
託
金
管
理
経
理

平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算



　

こ
の
経
理
は
、短
期
給
付
及
び
長
期
給

付
事
業
の
事
務
に
要
す
る
費
用
等
を
賄

う
経
理
で
、地
方
公
共
団
体
か
ら
の
負
担

金（
短
期
給
付
分
と
し
て
組
合
員
1
人
当

た
り
5
6
7
0
円
）、短
期
経
理
か
ら
の

繰
入
金（
組
合
員
１
人
当
た
り
1
8
8
0

円
）及
び
全
国
連
合
会
か
ら
の
交
付
金（
長

期
給
付
分
と
し
て
組
合
員
１
人
当
た
り

4
1
4
3
円
）に
よ
っ
て
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
1
人
当
た
り
の
事
務
費
の
額
は
、

前
年
度
よ
り
1
0
2
円
増
の
1
万
1
6
9

3
円
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、組
合
員
数
の

減
少
な
ど
に
よ
り
、年
度
末
で
は
83
万
円

の
当
期
利
益
金
を
見
込
む
予
算
と
な
っ
て

い
ま
す
。

平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

（　）内は支出に占める割合

（　）内は収入に占める割合

支出
170,720
（単位：千円）

収入
159,379
（単位：千円）

修繕費
3,440（2.0%）

商品仕入
600（0.4%）

光熱水料
13,716（8.0％）

委託管理費
19,302（11.3%）

当期損失金
11,341

施設収入
90,449
（56.7%）その他

（賃借料など）
38,830
（24.4%）

保健経理
より繰入
30,100
（18.9%）

その他
70,787
（41.5%）

職員給与・
旅費・事務費
62,875（36.8%）
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（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
257,436
（単位：千円）

収入
258,270
（単位：千円）

当期利益金　834その他（委託費・
賃借料・普及費など）
50,419（19.6%）

事務費負担金
68,856
（26.7%）

職員給与・
旅費・事務費
138,161
（53.7%）

利息及び配当金
240（0.1%）

負担金
165,924
（64.2%）

連合会交付金
63,501
（24.6%）

その他　30

短期経理より繰入
28,575（11.1%）

業
務
経
理

宿
泊
経
理

　

こ
の
経
理
は「
え
ひ
め
共
済
会
館
」の
経

営
に
か
か
る
も
の
で
す
。

　

え
ひ
め
共
済
会
館
は
、昨
年
5
月
末
に

耐
震
補
強
改
修
工
事
を
終
え
、6
月
か
ら

安
全
・
安
心
な
施
設
と
し
て
営
業
を
再
開

し
て
お
り
ま
す
。

　

今
年
度
は
、6
階
の
男
女
共
同
浴
室
の

改
修
な
ど
を
予
定
し
て
お
り
、更
に
利
用

者
の
皆
さ
ま
に
よ
り
良
い
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
し
て
ま
い
り
ま
す
。

●年間利用計画　　　　　　　　
宿　　　泊 宴集会

利用人数 １４，１１７人
（組合員５，４７５人／その他８，６４２人） １,５８２件

年間収入 ５６,５６４千円 ３３,８８５千円

部門区分



　

こ
の
経
理
は
、人
間
ド
ッ
ク
の
利
用
助

成
等
組
合
員
及
び
そ
の
被
扶
養
者
の
健
康

の
保
持
・
増
進
事
業
と
特
定
健
康
診
査
及

び
特
定
保
健
指
導
を
行
う
経
理
で
す
。

　

今
年
度
は
、保
健
事
業
の
見
直
し
を
行

い
、が
ん
検
診
等
の
補
助
金
額
を
引
き
上

げ
る
一
方
、歯
科
健
診
補
助
等
の
廃
止
や

健
康
講
座
を
休
止
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は
9
Ｐ
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

　

ま
た
、平
成
20
年
度
か
ら
実
施
し
て
お

り
ま
す
組
合
員
の
特
定
保
健
指
導（
積
極

的
支
援
）に
つ
き
ま
し
て
は
、引
き
続
き
本

組
合
の
保
健
師
が
所
属
所
に
お
伺
い
し
、

保
健
指
導
を
行
い
ま
す
。
生
活
習
慣
病
予

防
を
目
的
と
し
た
特
定
健
康
診
査
・
特
定

保
健
指
導
等
に
つ
き
ま
し
て
、ご
理
解
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、被
扶
養
者
の
方
に
は
、受
診
券
及

び
健
診
の
案
内
を
お
送
り
し
ま
す
の
で
、

組
合
指
定
の
医
療
機
関
等
で
受
診
券
及
び

組
合
員
証
を
提
示
し
て
受
診（
自
己
負
担

な
し
）し
て
く
だ
さ
い
。

176

（単位：百万円）

14
2 1

26

保
健
関
係

保
養
関
係

研
修
会
等
関
係

そ
の
他

特
定
健
康
診
査
・

特
定
保
健
指
導

種類別事業計画額

（　）内は収入に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
296,156
（単位：千円）

収入
431,572
（単位：千円）

その他
29,969（10.1%）

宿泊経理へ繰入
30,100（10.2%）

職員給与・旅費・事務費
16,713（5.6%）

特定健康診査等費
25,672（8.7%）

利息及び配当金　50

掛金・負担金
428,003（99.2%）

厚生費
193,702
（65.4%）

当期利益金
135,416

連合会交付金
3,519（0.8%）

平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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保
健
経
理

保

健

関

係

人 間 ド ッ ク 利 用 助 成
保 養
関 係

愛 媛 共 済 会 館 利 用 助 成

脳 ド ッ ク 利 用 助 成 新 婚 ・ 銀 婚 等 利 用 助 成

が

ん

検

診

等

補

助

ミ ニ
ドック

眼 底 検 診 福 祉 施 設 利 用 助 成

大腸がん検診
研修会
等関係

労働安全衛生業務担当者研修会

H  b  A  1  c ラ イ フ プ ラ ン セ ミ ナ ー

肺がん
検 診

デジタルC R 健 康 講 習 会 補 助

ヘリカルC T
その他

電話健康・メンタルヘルス相談

胃 が ん 検 診 そ の 他

子 宮 が ん 検 診 特 定
健康診査
等 関 係

特 定 健 康 診 査

乳 が ん 検 診 特 定 保 健 指 導

前 立 腺 が ん 検 診

肝 炎
ウイルス
検 診

Ｈ Ｂ s 抗 原

Ｈ Ｃ Ｖ 抗 体

インフルエンザ予防接種補助

はり・きゅう施術料助成

事 業 の 種 類



　

こ
の
経
理
で
は
、組
合
員
の
皆
さ
ま
の

生
活
設
計
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
共
済
貯
金
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。
皆

さ
ま
か
ら
お
預
か
り
し
た
資
金
は
、本
組

合
で
定
め
る
資
金
の
管
理
・
運
用
基
準

に
基
づ
き
、安
全
性
を
第
一
に
定
期
預
金

の
他
、国
債
や
地
方
債
な
ど
の
債
券
に
よ

る
資
産
運
用
を
行
い
、前
年
度
と
同
様
の

1
・
0
％
の
貯
金
利
率
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
に
伴
う
貯
金
加
入

者
の
減
少
が
予
想
さ
れ
ま
す
の
で
、年
度

末
の
貯
金
残
高
は
、前
年
度
よ
り
8
億

9
1
0
0
万
円
減
の
5
3
6
億
1
9
0
0

万
円
を
見
込
ん
で
お
り
ま
す
。

　

ま
た
今
年
度
か
ら
、物
資
経
理
の
収
支

の
改
善
を
図
る
た
め
、積
立
金
の
一
部
を

物
資
経
理
へ
貸
付
け
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

　

引
き
続
き
金
融
経
済
情
報
の
収
集
に
努

め
る
と
と
も
に
安
全
性
を
第
一
に
資
産
を

運
用
し
、貯
金
加
入
者
の
皆
さ
ま
に
利
益

を
還
元
し
て
ま
い
り
ま
す
。

0 20 40 60 80 100

預金
21,429,683(37.27%)

国債
8,687,802
(15.11%)

地方債
4,093,570(7.12%)

政保債等
4,792,495(8.33%)

証券投資信託
900,000(1.57%)

公営企業債2,489,995(4.33%)
社債
5,395,328(9.38%)

円貨建外国債
9,393,000
(16.33%)

長期貸付金
200,000
(0.35%)

その他
123,034
(0.21%)

貯
金
経
理
の
資
産
運
用
計
画

資産総額　５７５億４９０万７千円
（単位：千円）

貯金事業の状況（平成23年度末推計）
貯金者数　9,676人

貯金額　536億円

１人当たり貯金額　554万円

加入率　62.2％

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
589,089
（単位：千円）

収入
867,400
（単位：千円）

その他
26,952（4.6%）

支払利息
534,695（90.8%）

当期利益金
278,311

職員給与・旅費・事務費
27,442（4.6%）

その他
1,200（0.1%）

利息及び配当金
866,200（99.9%）

平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

　共済だより 4月号 Vol.2637

貯
金
経
理



平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

　

こ
の
経
理
で
は
、年
金
原
資
で
あ
る
積

立
金
を
預
託
金
管
理
経
理
か
ら
借
り
入

れ
て
、資
金
を
貸
し
付
け
る
事
業
を
行
っ

て
い
ま
す
。

　

住
宅
の
新
築
・
購
入
・
修
理
や
、入
学
・

修
学
な
ど
の
学
費
そ
の
他
生
活
必
需
品

の
購
入
等
で
資
金
が
必
要
な
と
き
は
、貸

付
事
業
を
是
非
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

昨
年
8
月
か
ら
普
通･

特
別
貸
付
に
つ

い
て
も
住
宅
貸
付
と

同
様
に
1
0
0
万
円

以
上
の
貸
付
に
つ
い

て
は
期
末
手
当
等
か

ら
の
併
用
償
還
が
選

択
可
能
と
な
っ
て
お

り
ま
す
。

　

年
度
末
の
貸
付
件

数
は
、組
合
員
数
の
減

少
な
ど
の
影
響
も
あ
り

前
年
度
よ
り
3
7
6

件
減
の
4
2
3
3
件

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

こ
の
経
理
は
、財
形
住
宅
貸
付
事
業
に
係
る
資

金
の
貸
付
を
行
う
も
の
で
、全
国
連
合
会
か
ら
資

金
を
調
達
し
て
事
業
を
行
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、1
億
8
0
0
万
円
の
借
入
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合

（　）内は収入に占める割合

支出
254,709
（単位：千円）

収入
259,153
（単位：千円）

当期利益金
4,444

その他
1,420（0.6%）

支払利息
201,036（78.9%）

組合員貸付金利息
231,380（89.3%）

連合会払込金
10,023（3.9%）

利息及び配当金等
375（0.1%）

職員給与・旅費・事務費
12,353（4.9%）

その他（賃借料・負担金など）
31,297（12.3%）

連合会交付金
25,978（10.0%）
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貸
付
経
理

財
形
経
理

●平成23年度末貸付金推計　　
種　　　類 件数（件） 金額（千円） 割合（％）

普 通 貸 付 1,782 1,382,624 17.00

住 宅 貸 付 1,687 5,904,880 72.58

在宅介護対応住宅貸付 54 111,696 1.37

災 害 貸 付 5 29,416 0.36

特 別 貸 付 703 705,395 8.67

高額医療貸付 1 1,000 0.01

出 産 貸 付 1 420 0.01

合 計 4,233 8,135,431 100.00

（単位：千円）

保険料
18

支払利息
176

財形貸付金利息
176

収入
195

利息及び配当金
1

当期利益金
1

保険負担金
18

支出
194



平成23年度平成23年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

　

こ
の
経
理
で
は
、組
合
員
の
皆
さ
ま
が
、

本
組
合
の「
指
定
店
」で
自
動
車
や
電
気
製

品
等
生
活
必
需
品
を
購
入
す
る
際
に
、そ

の
購
入
代
金
を
本
組
合
が
一
括
し
て
立
て

替
え
払
い
す
る
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
に
伴
い
利
用
者
も
減
少
傾
向
に
あ
り
、ま
た
、売
上

も
逓
減
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、平
成
17
年
度
以
降
収
支
の
状
況
が
悪
化

し
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、こ
れ
ま
で
預
託
金
管
理
経
理
か
ら
借
入
れ

（
借
入
利
率　

年
利
2
・
4
％
）て
お
り
ま
し
た
事
業
に
要
す
る
資
金
を
、

平
成
25
年
度
ま
で
段
階
的
に
貯
金
経
理
か
ら
の
借
入（
借
入
利
率　

年

利
1
・
2
％
）に
振
替
え
る
こ
と
に
よ
り
借
入
金
に
係
る
支
払
利
息
を
圧

縮
し
、収
支
の
改
善
を
図
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
今
年
度
の
支
払
利
息
は
、
前
年
度
よ
り
2
5
0
万
円
減

少
す
る
見
込
み
で
す
。

　

指
定
店
会
で
は「
組
合
員

割
引
」を
開
始
し
て
お
り
ま

す
。
貸
付
事
業
と
異
な
り
、

利
用
者
は
給
料
及
び
賞
与
か

ら
の
償
還
方
法
を
柔
軟
に
設

定
で
き
ま
す
の
で
、ご
利
用

く
だ
さ
い
。

●人間ドック等利用助成
助成金を24,000円から14,000円に引き下げます。なお、引下げ分
（10,000円）については、互助金で補助されます。

●がん検診等補助
※所属所長が組合員を対象に検診を実施した場合に、所属所長に対して補助を行う
事業です。

●福祉施設利用助成
助成対象施設の見直しを行いました。見
直し後の助成対象施設については本組合
ホームページをご覧ください。

●健康講習会補助
※所属所長が組合員及び被扶養者を対象に健康講習会を
開催した場合に、所属所長に対して補助を行う事業です。

補助額限度額の引上げ
50,000円→100,000円

※
本
組
合
の
指
定
店
に

つ
い
て
は
、別
冊
の「
物

資
供
給
事
業
契
約
指
定

店
名
簿
」又
は
本
組
合

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

健康講座

歯科健診補助事業、補装具購入･修理助成
事業、在宅介護助成事業

　共済だより 4月号 Vol.2639

物
資
経
理

保健事業の内容を平成23年度から一部
変更しましたのでお知らせします。保健事業の一部変更について

●平成23年度事業の概要　　　　　　　　

販 売 品 目

電気製品、家具、自動車、自転車、自動二輪車、
時計、貴金属、眼鏡、洋服、図書、楽器、ストッ
クハウス、住宅附帯設備、スポーツ・レジャー
用品、呉服、健康器具等

販 売 方 法 店頭・巡回・通信

利 潤 率 平均　0.75％

購入制限額 200万円

指 定 店 数 166店

月 賦 期 間 2回～60回

債 務 保 証 官公庁等共済組合一般資金貸付保険により行う

販売見込額 299,268千円

（　）内は支出に占める割合（　）内は収入に占める割合

支出
26,098
（単位：千円）

収入
22,274
（単位：千円）

その他
923（4.1%）

当期損失金
3,824

受取手数料
21,351（95.9%）

支払利息
12,660
（48.5%）

保険料
5,084
（19.5%）

職員給与・旅費・事務費
3,749（14.4%）

その他
（普及費・賃借料など）
4,605（17.6%）

区　分 共済組合助成金

人間ドック（１日・2日通院・1泊2日）
24,000円→14,000円

脳ドック

胃がん検診 補助額の引上げ 1,000円→2,000円
肺がん検診(CT) 補助額の引上げ 2,000円→3,000円
子宮頸がん検診 補助額の引上げ 1,000円→2,000円
乳がん検診（マンモグラフィー） 補助額の引上げ 1,000円→2,000円
ミニドック/眼底検査 補助額の変更 　   630円→実費相当額
ミニドック/大腸がん検査 補助額の変更　 1,680円→実費相当額
ミニドック/HbA1c検査〔新設〕 40歳以上の組合員を対象に実費相当額を補助

一部変更した事業

廃 止 し た 事 業

休 止 し た 事 業


